
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

　固定資産         100,481,215 　固定負債          44,581,386

　　有形固定資産          89,529,295 　　地方債等          29,309,074

　　　事業用資産          30,240,322 　　長期未払金               5,702

　　　　土地          14,109,328 　　退職手当引当金           3,226,777

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  65

　　　　建物          47,663,198 　　その他          12,039,768

　　　　建物減価償却累計額        △32,875,885 　流動負債           3,863,262

　　　　工作物           2,244,236 　　1年内償還予定地方債等           3,253,100

　　　　工作物減価償却累計額           △910,056 　　未払金             216,465

　　　　船舶                  － 　　未払費用               3,380

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金               2,207

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金             314,013

　　　　航空機                  － 　　預り金              72,697

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他               1,399

　　　　その他                   0 負債合計          48,444,648

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】

　　　　建設仮勘定               9,500 　固定資産等形成分         104,882,073

　　　インフラ資産          57,215,893 　余剰分（不足分）        △42,944,501

　　　　土地           4,753,386 　他団体出資等分              48,801

　　　　建物           1,444,412

　　　　建物減価償却累計額           △647,321

　　　　工作物         100,489,769

　　　　工作物減価償却累計額        △49,768,348

　　　　その他           2,244,325

　　　　その他減価償却累計額         △1,722,061

　　　　建設仮勘定             421,730

　　　物品           5,450,917

　　　物品減価償却累計額         △3,377,836

　　無形固定資産           2,011,467

　　　ソフトウェア             105,773

　　　その他           1,905,694

　　投資その他の資産           8,940,453

　　　投資及び出資金             239,433

　　　　有価証券             163,173

　　　　出資金              76,260

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権             251,317

　　　長期貸付金                 600

　　　基金           8,459,726

　　　　減債基金                  －

　　　　その他           8,459,726

　　　その他               6,091

　　　徴収不能引当金            △16,715

　流動資産           9,949,715

　　現金預金           5,248,485

　　未収金             296,040

　　短期貸付金                  －

　　基金           4,400,858

　　　財政調整基金           3,446,413

　　　減債基金             954,446

　　棚卸資産              10,836

　　その他               1,233

　　徴収不能引当金             △7,738

　繰延資産                  91 純資産合計          61,986,373

資産合計         110,431,020 負債及び純資産合計         110,431,020

連結

連結貸借対照表
（令和6年03月31日 現在）



連結

（単位：千円）

科目 金額

経常費用                     33,437,647

　業務費用                     15,256,957

　　人件費                      3,977,381

　　　職員給与費                      3,469,113

　　　賞与等引当金繰入額                        313,388

　　　退職手当引当金繰入額                            825

　　　その他                        194,054

　　物件費等                     10,656,601

　　　物件費                      6,585,187

　　　維持補修費                        207,159

　　　減価償却費                      3,670,057

　　　その他                        194,198

　　その他の業務費用                        622,975

　　　支払利息                        245,011

　　　徴収不能引当金繰入額                         22,378

　　　その他                        355,586

　移転費用                     18,180,690

　　補助金等                      9,176,627

　　社会保障給付                      8,664,223

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                        339,840

経常収益                      2,678,014

　使用料及び手数料                      1,540,674

　その他                      1,137,340

純経常行政コスト                     30,759,633

臨時損失                        377,545

　災害復旧事業費                          5,120

　資産除売却損                              0

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                        372,425

臨時利益                         37,913

　資産売却益                          2,125

　その他                         35,788

純行政コスト                     31,099,265

連結行政コスト計算書
自 令和5年04月01日

至 令和6年03月31日



（単位：千円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

前年度末純資産残高 60,006,538 105,943,925 △45,983,406 46,019

　純行政コスト（△） △31,099,265 △31,102,047 2,782

　財源 33,048,521 33,048,521 －

　　税収等 22,123,300 22,123,300 －

　　国県等補助金 10,925,221 10,925,221 －

　本年度差額 1,949,256 1,946,474 2,782

　固定資産等の変動（内部変動） △891,303 891,303 －

　　有形固定資産等の増加 1,800,823 △1,800,823 －

　　有形固定資産等の減少 △3,375,863 3,375,863 －

　　貸付金・基金等の増加 4,572,012 △4,572,012 －

　　貸付金・基金等の減少 △3,888,275 3,888,275 －

　資産評価差額 － －

　無償所管換等 37,404 37,404

　他団体出資等分の増加 － －

　他団体出資等分の減少 － －

　比例連結割合変更に伴う差額 △4,255

　その他 △2,570 △208,447 205,878

　本年度純資産変動額 1,979,835 △1,061,852 3,038,905 2,782

本年度末純資産残高 61,986,373 104,882,073 △42,944,501 48,801

連結

連結純資産変動計算書
自 令和5年04月01日

至 令和6年03月31日

科目 合計



連結

（単位：千円）

科目 金額

【業務活動収支】

　業務支出                     29,758,444

　　業務費用支出                     11,577,754

　　　人件費支出                      3,967,600

　　　物件費等支出                      7,014,356

　　　支払利息支出                        244,983

　　　その他の支出                        350,815

　　移転費用支出                     18,180,690

　　　補助金等支出                      9,176,627

　　　社会保障給付支出                      8,664,223

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                        339,840

　業務収入                     32,812,607

　　税収等収入                     21,032,814

　　国県等補助金収入                      9,353,472

　　使用料及び手数料収入                      1,551,354

　　その他の収入                        874,967

　臨時支出                        377,545

　　災害復旧事業費支出                          5,120

　　その他の支出                        372,425

　臨時収入                      1,866,091

業務活動収支                      4,542,710

【投資活動収支】

　投資活動支出                      6,159,486

　　公共施設等整備費支出                      1,784,954

　　基金積立金支出                      4,259,532

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                        115,000

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                      4,561,253

　　国県等補助金収入                        623,158

　　基金取崩収入                      3,648,343

　　貸付金元金回収収入                        115,000

　　資産売却収入                          2,125

　　その他の収入                        172,627

投資活動収支                    △1,598,234

【財務活動収支】

　財務活動支出                      3,861,127

　　地方債等償還支出                      3,682,790

　　その他の支出                        178,337

　財務活動収入                      1,436,208

　　地方債等発行収入                      1,396,991

　　その他の収入                         39,217

財務活動収支                    △2,424,919

本年度資金収支額                        519,557

前年度末資金残高                      4,668,609

比例連結割合変更に伴う差額                          8,064

本年度末資金残高                      5,196,229

前年度末歳計外現金残高                        121,013

本年度歳計外現金増減額                       △68,758

本年度末歳計外現金残高                         52,255

本年度末現金預金残高                      5,248,485

連結資金収支計算書
自 令和5年04月01日

至 令和6年03月31日



注記

1 重要な会計方針

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産 取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの 再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格1円としています。　

イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの 取得原価

取得原価が不明なもの 再調達原価

② 無形固定資産 原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的以外の有価証券

市場価格のないもの 取得原価

② 出資金

市場価格のないもの 出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

① 貯蔵品 移動平均法による原価法

ただし、一部の連結対象団体においては、最終仕入原価法によっています。

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） 定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

ア 建物 6年～50年

イ 工作物 6年～60年

ウ 物品 2年～20年

ただし、一部の連結対象団体においては、定率法によっています。

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） 定額法

③ リース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

ただし、取得価格が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格1円としてい
ます。

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっ
ています。ただし、一部の連結対象団体においては定率法によっています。）

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリー
ス取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リー
ス取引を除きます。）



(5) 引当金の計上基準及び算定方法

① 徴収不能引当金

② 退職手当引当金

③ 損失補償等引当金

④ 賞与等引当金

(6)  リース取引の処理方法

① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物

(8) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

2 重要な会計方針の変更等

(1) 会計方針の変更 該当事項ありません。

(2) 表示方法の変更  該当事項ありません。

(3) 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当事項ありません。

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から山梨県市町村総合事務組合への加
入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総
額を控除した額に、山梨県市町村総合事務組合における積立金額の運用益のうち
当市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受
払いを含んでいます。

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収
不能見込額を計上しています。

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健
全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上して
います。

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相
当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上してい
ます。

（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が
300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）



3 重要な後発事象 該当事項ありません。

4 偶発債務  該当事項ありません。

5 追加情報

(1) 連結対象団体（会計）

連結の方法は次のとおりです。

①

②

(2) 出納整理期間

(3) 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア 範囲

イ 内訳

普通財産かつ売却可能な資産

売却可能資産はありません。

山梨県市町村総合事務組合 一部事務組合 比例連結 6.8%

山梨市フルーツパーク株式会社 第三セクター等 全部連結 -

有限会社みとみ 第三セクター等 全部連結 -

峡東地域広域水道事業団

甲府・峡東地域ごみ処理施設事務
組合

山梨県後期高齢者広域医療連合

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）において
は、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の
計数としています。

区分 連結の方法 比例連結割合団体（会計）名

比例連結 32.6%

一部事務組合 比例連結 11.5%

一部事務組合 比例連結 4.9%

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対
象としています。

第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっ
ても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部
連結の対象としています。

東山梨行政事務組合 51.4%比例連結一部事務組合

一部事務組合



附属明細書

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却
累計額

（E)

本年度償却額
（F)

差引本年度末残
高

（D)－（E)
（Ｈ)

 事業用資産 63,876,489 159,128 9,354 64,026,262 33,785,941 1,122,753 30,240,322

土地 14,109,837 667 1,176 14,109,328 - - 14,109,328

立木竹 - - - - - - -

建物 47,574,085 97,291 8,178 47,663,198 32,875,885 1,032,872 14,787,313

工作物 2,192,567 51,669 - 2,244,236 910,056 89,880 1,334,181

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 0 - - 0 - - 0

建設仮勘定 - 9,500 - 9,500 - - 9,500

 インフラ資産 108,153,998 2,675,254 1,475,630 109,353,622 52,137,729 2,162,379 57,215,893

土地 3,920,514 832,871 - 4,753,386 - - 4,753,386

建物 1,444,412 - - 1,444,412 647,321 42,815 797,091

工作物 98,823,961 1,727,253 61,444 100,489,769 49,768,348 2,040,495 50,721,421

その他 2,237,458 6,867 - 2,244,325 1,722,061 79,069 522,265

建設仮勘定 1,727,653 108,263 1,414,186 421,730 - - 421,730

 物品 5,178,299 383,728 111,111 5,450,917 3,377,836 216,769 2,073,080

177,208,785 3,218,110 1,596,095 178,830,801 89,301,506 3,501,901 89,529,295

１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細

区分

合計


